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労使交渉議事録 

 

１ 日時及び場所 

令和４年５月１７日（火）午後７時００分から午後９時００まで 

  職員会館 ４階 会議室 

 

２ 出席者 

  当局     小西 総務部長、岡田 人事室長 他 

         山村 水道部長 他 

  職員団体等  丹羽野 吹田市職員労働組合執行委員長、梅本 書記長 

         北野 吹田市水道労働組合執行委員長 

         川見 吹田市関連職員労働組合執行委員長、川崎 書記長  他 

３ 交渉議題 

  ２０２２年夏季重点要求・一時金要求書について 

 

○職員団体等 ただ今から、２０２２年の夏期重点要求、一時金要求の交渉を始めていきたいと思います。

今回の交渉についても、衛都連の統一交渉として１１日の要求書の一斉提出に始まって、今日１回目の交渉

が府下で設定されております。以後、２６日を山場と設定をして４回の交渉日程が設定され、統一的に進め

ていきたいと考えております。 

 今回の交渉、例年と違って大きな点が２つあるかと思います。 

 １つは、すでに妥結しましたけれども、国では４月６日にようやく参議院で一般職の国家公務員の給料法

が成立するという、異例の中で進められ、吹田市においてもこの５月議会で提案されるという、時系列で言

うても逆転の現象があって、条例改正があるということです。単に、条例分の引き下げだけではなくて、今

回は昨年の１２月分も含めての年度またぎの遡及がされるということで、やむを得ない状況とはいえ、交渉

前からマイナスになっているという状況があります。 

 それから、もう１つが、コロナ禍とウクライナの危機による物価の高騰です。しかも、原油と小麦という

非常に生活に密接な部分の価格が急騰するという中で、春闘でも久々に３％近い賃上げが民間ではされたに

もかかわらず、報道では実質賃金上昇ゼロに等しい状況も言われております。さらに、今後、まだウクライ

ナの状況は長期戦ということも言われておりますけれども、続くならばさらなる値上げが想定されている。

そういう中での交渉であります。 

 後で、アンケートの結果なども示させていただきますけれども、一時金も本当に生活補填になっている実

態のもとで非常に厳しい状況が一層大きくなっている中での交渉であります。私たちの要求に真摯に応えて

いただき、雇用者責任を果たす立場で交渉に臨んでいただくことを冒頭に要請しまして、交渉に移っていき

たいと思います。 

 

○職員団体等 今回の交渉に入る中で確認しておきます。今回提出した夏期重点要求と一時金要求の項目は、

組合員の生活実態、職場環境などを反映した切実な要求です。この要求をどう受け止めておられますか。 
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○当局 過日、２０２２年夏期重点要求、一時金要求ということで要求書をいただきました。その際に、合

わせてアンケートもいただいたところですけれども、要求の内容及びアンケートについて、十分に読ませて

いただきました。組合員の皆様の要求や思いなどであるということは重々理解しておりますので、今期にお

いても真摯に交渉をさせていただきたいと思っております。 

 

○職員団体等 雇用者責任を果たして職員の生活改善を目指していただきたいと思います。 

 

○当局 また、今期の交渉の中でも様々なやりとりがあると思いますけれども、その中で適切な労働条件の

設定に向けて努力をしていきたいと、そのように思っています。 

 

○職員団体等 ５月２６日を回答指定日としています。労使合意で解決していく立場でしょうか。 

 

○当局 その点につきましては、従前からもそうですけれども、労使合意を目指して協議を尽くしてまいり

たいと考えております。 

 

○職員団体等 まず、要求項目の２の、エッセンシャルワーカーとして奮闘する全ての職員の賃金の引き上

げについてです。 

 新型コロナ対応も３年目ということで緊張が長く続いております。３月１７日にこの場で春闘交渉を開催

した際も、両部長から、コロナ禍で奮闘する職員へのねぎらいや感謝のコメントをいただいたことを記憶し

ております。特に、水道部長におかれましては、「水道部の職員はエッセンシャルワーカー中のエッセンシ

ャルワーカーだ」と述べられたと思います。この職員の頑張りに対するお気持ちは今も変わらないですね。 

 

○当局 既に長きにわたってコロナ対応ということで、健康医療部の職員、それと健康医療部以外のコロナ

関連事業に携わる職員、もしくは、健康医療部以外の職員で健康医療部に兼務として従事している職員もお

られます。それと、今水道部のお話もありましたけれども、もともとの職の質としてエッセンシャルワーカ

ーであるといった職員もおられます。 

 これまで吹田市のコロナ対応については、データで見てもかなり他の保健所よりも病院に御案内させてい

ただいたり、低い死亡率であったりとか、様々なデータが他の保健所よりも優れている状況もありました。

その辺りについては様々な職域の職員の方の頑張りの成果であると思っておりますので、そういった多くの

職員の頑張りについては非常に感謝をしておるところでございます。 

 

○職員団体等 おっしゃっていたように、吹田市の職員は、ケア労働に従事する保育所や学童保育だけでな

くて、水道や消防とか清掃とか、学校とか保健所など、そういった職場だけでなく、市の職員全員でコロナ

対応を行ってきたということで、みんながエッセンシャルワーカーだと考えていますがいかがですか。 

 

○当局 なかなか言葉の定義が難しいので、正式な形でどう答えていいかというのは難しいところですけれ

ども。あくまで、吹田市役所の職員の様々な業務というのはどこかでコロナ対応につながっているという部

分は確かにあろうかと思いますので、全ての職員がコロナ対応に奮闘している職員と、そのように考えます。 
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○職員団体等 今回、政府の経済対策によるケア労働の賃上げ月９，０００円というのが春闘に先駆けて２

月から対象となっていました。職種は保育所や学童保育などで働く仲間でしたけれども、同じ施設で働く職

員間に国の補助金対象外の職種があるなどの矛盾もありましたが、対象外の職種も対象として賃上げを行っ

た民間施設や自治体もありました。 

 今回、吹田市は実施を見送られたということで、これはとても残念なことだと感じています。市民病院で

は、国の補助対象である看護師４，０００円引き上げに加えてほかの職種の方にも一定実現して処遇改善加

算手当というものをされるということです。このことは当局も聞かれていますかね。 

 

○当局 今おっしゃっていただいたその取り組みについては、正直、我々は把握できていないところです。 

 

○職員団体等 市民病院では今回の国の制度を利用して月額４，０００円の引き上げを処遇改善加算手当と

して行うということが決まっています。アルバイトさんも金額は少ないのですけれども、看護師以外の職種

にも期間限定にはなりますが実施しています。 

 このことは、コロナ禍で奮闘してきた職員の頑張りに応えるものだと大変評価しているところです。今回

見送ってしまったその理由の一つが、近隣の民間のケア労働者と比べて賃金水準が吹田市は低くないからで

きないということをおっしゃっていたかと思います。 

 

○当局 理由の一つとして、確かに我々として、これは議会での答弁や、この場でもお答えさせていただい

ていますけれども。基礎自治体において民間の水準というのを詳しく調べる権能がない中で、その民間の状

況に考慮して賃金設定をするような通知文が内閣府から発出されたわけです。 

 我々として、詳細を調べる権能がない中で何とか民間の状況の公的な情報がないかということで、厚生労

働省発出の職種別であり地域別の賃金の状況というものを確認させていただいて、その資料と比較すると、

本市の今回ケア労働ということで対象になっている職種について低い状態ではなかったと。その辺りは確認

をしております。 

 

○職員団体等 私たち、全員が国が言うケア労働者かどうかは置いておいて。全員がエッセンシャルワーカ

ーであるという認識に立っているところです。近隣の民間もありますけれども、同じ自治体と比較して私た

ちの初任給は８号給低いということです。 

 当局は国準拠だということで国と同じですとおっしゃるかもしれませんけれども。府下で見ると、８号給

下にあるということです。ＮＡＴＳで言いますと、豊中よりも８号給下、西宮市とか尼崎市よりも大体４号

は下になっているということですよね。 

 今年度からＮＡＴＳの人事交流というのもされるということでいいことですけれども、ＮＡＴＳで一番低

いということを本当にどう思われているのかなと思います。今言った市は、どこも初任給は国準拠ではない

ですよね。 

 

○当局 はい。本市が国準拠の等級、号級ですので、今おっしゃった市については国準拠にはなっていない

ところです。 
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○職員団体等 給料の水準は、府下でもＮＡＴＳでも低いということなのです。ここを何とか改善していた

だきたいというのが私たちの強い要求として長年掲げてきているところです。今回、国の制度のケア労働の

補助金には手を挙げられなかったということですけれども。 

 市として、独自の判断で給与水準を引き上げることを求めたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

○当局 初任給については、そういった強い要求があるというのは過去の交渉からも十分に感じ取ってはい

るところでございます。 

 ただ、書記長もおっしゃいましたけれども、本市の初任給は国準拠ということで、この制度になったその

ときには労使合意がないというイレギュラーな状況であったとはいえ、議会も含めて吹田市として国家公務

員準拠が基本であると。そういった考え方が明確になったという経過がございます。 

 その中で、直ちに基礎自治体の職員である本市職員が国家公務員よりも高額な給料を受け取ってもいいと、

そういう考えに転じるということは現段階で極めて難しいと。そう考えています。 

 

○職員団体等 それぞれの自治体が独自に考えて、豊中もやっている。尼崎もやっている。西宮もやってい

るのが現状だと思います。どうしてそこにずっとこだわられているのか。情勢も変わってきているわけです。

ぜひ、御判断をいただきたい。 

 前の市長の任期が終わる直前の話ですよね。２０１４年度の末、２０１５年の３月議会の場で決められた。

その後、選挙が２回あったわけです。議員さんも変わられていますし、本当にそのときの情勢と今の情勢と

全く同じかというと違うと思います。 

 それ以来、職員の給料は上に厚く下に厳しいということで、退職手当にも影響する。若い職員が特に大変

厳しい生活状況ということもお話はしてきたと思います。この引き下げた８号給を元に戻すことで、エッセ

ンシャルワーカーとして奮闘している職員の頑張りに応えていただきたい。 

 

○当局 繰り返しの回答になるかもしれないですけれども、エッセンシャルワーカー、もしくは細かく定義

づけするとエッセンシャルワーカー以外のコロナ関連の事業に奮闘している職員も含めて、非常に頑張って

いただいているという認識は先ほども申し上げたように持っているのですが、直ちに初任給の８号級の差額

をもってエッセンシャルワーカーもしくはそれに従事する職員の賃上げといいますか、そういった対応とい

うのは、現時点では非常に難しいと考えています。 

 

○職員団体等 保育所支部では、職場に若年層の割合が多くなってきています。コロナ禍の保育で感染対策

をずっとしながら、密も避けてより安心・安全に保育をする。でも、本当に子供にとっては、その年が一生

のうちで一度きりしかないので、子供の発達補償、成長も豊かな成長を補償していきたいというところで、

コロナ禍でもできる保育というところで本当に日々工夫しながら保育に励んでいます。 

 そんなふうに頑張っているのですけれども、最近は本当に物価上昇が大きく生活費の負担がとても多くな

っています。こういう状況の中で、本当に一時金削減はやめてほしいという声がいっぱい出てます。 

 アンケートで集めた声を紹介したいと思います。 

 「短大卒で今年２年目です。初任給が少なく、自宅に４万入れているがそれだけで１０万円を切ってしま
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う月があります。普通の生活すらままならなく不安で、他市に異動を考えるしかないかなと思っています。

コロナ禍で会議も少なくなって超勤が出なくなったので、本当に月々の生活費に困っています。」 

これも２０代の人です。 

 「２年目で給料から住民税もとられるので、１年目より手取りがとても低く将来が不安です。」 

この人も２０代の方です。 

 「一人暮らしをしていて、好きなことにお金を回すと今の収入ではかつかつで足りない月もあり、リフレ

ッシュしたくてもできず、仕事のモチベーションがなくなってしんどいです。月の給料が上がらないのなら、

せめて一時金は減らさないでほしいです。」 

 それから 

 「３年目で一人暮らしをしていて、家賃が６万９，０００円で生活費にお金がかかり、常に生活の余裕は

ありません。また、奨学金の返済に追われて、将来の貯蓄をしたいけれどそれもできません。将来、お金に

余裕が出て結婚、出産できるかとても不安です。」 

 「物価が高くなっているのに給料が低く、生活が苦しくなっています。将来の備えができる余裕がないの

で、将来のことが不安です。給料を上げてほしいです。奨学金の返済が毎月３万あるので、本当に月々の給

料では足りないです。何かあったときにどうしようと思うことも多いです。日々の足りない部分を一時金で

補おうと思っていたのですけれども、一時金が削減と聞いてとても不安です。」 

 「感染症対策など、この数年厳しい環境下でも何とか支え合って業務をこなしています。現在、妊娠中で

身体的にも、精神的にも不安が大きい中、物価上昇もあり生活はどんどん厳しくなっています。出産を控え

ているが、将来に向けての貯蓄などもなかなかできず不安しかないです。」という３０代の声も上がってい

ます。 

 今、紹介したのはアンケートのほんの一部です。多くの青年たちは、月の給料が少なく、コロナ禍で厳し

い業務実態の中で働いています。一時金の削減に加えて、物価上昇が重なって生活していくのが本当に大変

な状況になっています。エッセンシャルワーカーとして頑張ってきましたが、他市よりも給料が低く、他市

の転職を考えている人も残念ながら多くいます。 

 また、職場では、会計年度任用職員を募集してもなかなか人が集まらない状況があります。足りないとこ

ろは職員が当番をしたり超勤をしたりしながら何とか体制を守っているのですけれども、その分、正規の職

員の負担が増えています。会計年度任用職員をもっと給料を上げて処遇がよくなれば集まると思います。 

 保育パートは、吹田市では１，２４０円、高槻市は１，２７５円、豊中市では１，４１７円、無資格の保

育補助は吹田市では１，１３９円のところが、高槻市では１，１６５円、豊中市では１，２５５円、１７７

円の差額ですが、１日８時間２０日働くと月に２万８，３２０円の差があります。これでは、他市に保育士

が行ってしまうのも無理はないと思います。欠員を埋められる対策もぜひ検討してほしいと思います。 

 民間や他市の近隣も調べてこれが妥当だろうと今おっしゃったのですけれども、「民間に勤めている同い

年の子の給料を聞いたら、実際の給料の手取りを聞いたら５万も低くて、すごくショックを受けた」という

ふうに言っていました。長く働き続けたら公務員はそれなりのメリットはあるのかもしれませんけれども、

現実に日々の生活が苦しい状況の中でこの５万円の差ってすごく大きいなと思います。 

 本当にエッセンシャルワーカーとして日々奮闘してもらっていると思ってくださっているのなら、やはり

それに応えていただけるような回答もいただきたいです。どうして無理なのかという理由が今の説明では分

からなかったので、そこも詳しくお聞かせいただきたいです。 
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 私は、三十何年か前に新任で入ったのですけれども、そのときの初任給と今の子の初任給を比べたら私の

ほうが高かったんですよ。ちょっとびっくりして、消費税は１０％に上がっていますし、本当に３０年前と

そんなに変わらないってどういうことなのだろうと。しかも、奨学金の返済も私たちの時代は無利子で借り

ることができていたけど、今はほとんどが有利子になっています。必ず、絶対就職して２年目からは借金返

済が肩にかかってきています。そんな実態も本当に考えていただきたいなと思います。このままでは本当に

いい人材が働き続けて吹田に残って貢献してくれるということは少なくなっていくのではないかと。辞めて

いく中堅の職員を見て悲しい思いをしています。ぜひとも、誠意ある回答を求めます。 

 

○当局 保育所の勤務については、職場の職員等と話をしても細かいところまでコロナ対応で気を使って、

通常コロナ感染症が流行していない時期であれば存在しない業務というのが存在しているというのは、お伺

いをしております。そういったところで頑張っていただいているという認識をしています。 

 賃金の部分ですけれども、今、賃金額の例示もされましたが、保育所については、先ほどケア労働対策と

いうことで内閣府、厚生労働省から通知のあった手法以外のものとして、他市の状況などを鑑みて保育幼稚

園室と協議の上、今年度４月から賃金のアップをさせていただいた。そういったところもございます。 

 ですので、我々も可能なところについては努力させていただいて、適正な労働条件というのを設定してい

きたいと、そのように思います。 

 

○職員団体等 会計年度任用職員の有資格保育士の８号給引き上げを国のケア労働の処遇改善とは別にして

いただいたということは、喜んでいるところです。保育所支部からの発言は、それも含んでいますけれども、

正規職員の採用間もない方の生活実態が大変だという発言しましたが、そこについてはいかがですか。 

 

○当局 私も人事室長になって交渉に臨んでまだ間もない頃ぐらいから奨学金という新しいキーワードが出

てきたなと、そのようには感じています。我々の頃にはないそういったものが、多くの方が利用されている

状況というのが発生してきていると。 

 確かに、一部民間企業にはなりますけれども、奨学金に対する手当というものを支給している民間企業も

あるということも報道では目にしたり、耳にしたりということはございます。 

 ただ、直ちに我々公務職場の人間が奨学金を理由として何がしかの報酬であったり、手当であったりとい

うのはなかなか難しいところにはあって、なかなか対応については困難な状態にはあるのかなというものは

感じます。個人の債務に対して税で成り立っている給与でというところで、どのような考え方をもって制度

化するのかというのは非常に難しい問題があるのかなと、そのように感じております。 

 転職したい職員がいるということについて、過去のこの交渉の場であったり、様々な場でおっしゃってい

るのですけれども、職場の理解といいますか、我々の理解といいますか、どこまで細かいところまで把握で

きるのかというところには限界がありますけれども、我々としては、現時点ではそこまで多くの職員が本市

の給与制度を理由に転職を考えているという認識は、現時点ではもっておりません。採用の段階においても、

本市の保育士の採用で本市に合格した者の中で辞退した職員の行先、最も多い自治体は大阪市になっており

ます。大阪市は本市よりもさらに初任給が低い自治体で、その自治体を選んで本市を辞退する職員が最も割

合的には多い。そういった状況もあります。 

 それと、新採職員へのアンケートで職を選ぶ際の優先事項ということでそういったアンケートもしておる



（7） 

のですけれども、賃金というのは２年前、昨年の調査と比べてもさらに優先度合いは下がっています。直近

の調査で言いますと、７項目あるうちの７番目が賃金になったという結果もございまして。現在の本市の給

与制度は、離職に対する影響というのは、少し認識が皆様方と我々では違うところがあると、そういったと

ころです。 

 

○職員団体等 離職を考えるといったらよっぽどのことですから、理由を辞める決意をされた方に聞いても、

そんなに大きなことではないかと思うのですよ。 

 採用のとき、採用されて賃金が低い。その前の段階のことまで多分把握されていると思うのですけれども、

競争倍率はどうなっていますか。傾向として。一般職の事務とか、技術職とか。 

 賃金がリンクしている会計年度の方の賃金も競争倍率も含めて。ここ数年何年か、１０年前ぐらいと比較

してもいいですわ。出してもらえたら、参考になる程度で出していただいたらと思いますが。 

 

○当局 競争倍率について、過去のデータという形では今持ち合わせておりませんのでお答え申し上げるこ

とができませんけれども、お話にも出てきました、ＮＡＴＳとの関係性という意味で申し上げますと、ＮＡ

ＴＳの平均の競争倍率と本市の競争倍率はほぼ一致しておると。そういう状況がデータでは明らかです。 

 ですので、先ほど冒頭から西宮、尼崎、豊中については本市より４号ないし８号高いというお話がありま

すけれども、そのことが競争倍率に何がしかの影響があるのかというと、そうではなくて、競争倍率という、

あくまで競争倍率のデータというだけですけれども、全く同じレベルで申し込みがなされていると、そうい

った状況です。以上です。 

 

○職員団体等 今年の採用試験、５月２７日まで申し込みで、今年も同じ状況なのか。３回目の交渉で教え

ていただいたらと思います。 

 今、委員長から話があったように、競争倍率だけじゃなくて募集人数に対してどれだけ合格者数がいてる

のか。辞退者がどれだけなのかというのは、会計年度さんも含めてどんなことになっているのかを詳しく教

えてもらえたらと思うのです。 

 人事室長は、給与は７番目だと言いますけれども、職場の若い人と会話をしていると「お金がない。」と

「何とかしてほしい。」という声を直接聞くのですね。吹田市に来てもらうように吹田の魅力発信のビデオ

を撮ったりとか、いろいろな大学を回ったりとか努力をしているのはよく分かりますけれども。 

 でも、実際に、我々のアンケート結果から見ても、特に若い世代の生活の苦しさと生活費の負担というの

は非常に大きいと思っていますので。それも一つの理由として捉えて、前向きにそれは検討していく一つだ

と思っていますので。人材が欠けることのないように給料の低さというのに直面しながら対応をお願いした

いと思いますので、調べておいてもらえたらと思いますのでよろしくお願いします。 

 

○職員団体等 今、ＮＡＴＳを例に言われましたけれども、それは単に今の状況であって、５年前、１０年

前の吹田はどうだったかというところも調べて、次の交渉で示してください。傾向が出てくると思いますの

で。会計年度のほうもですよ。 

８号級引き下げられなかったときと比べて、どうなのかということです。非常勤の人だったら、上限が

なかったときと比べてどうか。 
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○当局 例えば、留守家庭の児童育成指導員でいいますと、平成３０年では募集人数が３４名に対し、応募

人数が３２名、採用人数が１４名でした。令和元年度では募集人数が４６名に対し、応募人数が３１名、採

用人数が１７名でした。令和２年度では、募集人数５２名に対し、応募人数が２４名、採用人数が１２名で

した。令和３年度では、募集人数５１名に対し、応募人数が２９名、採用人数が１２名でした。今年度は募

集人数４６名に対し、応募人数が１３名、採用人数が４名です。 

 

○職員団体等 図書館の非常勤の方ですね。６年、７年前からのまた数があれば教えていただきたいです。 

 

○当局 会計年度任用職員の司書の方で言いますと、平成３０年度では募集人数が１名、応募人数が１３名、

採用人数が１名です。令和元年度では募集人数が３名に対して、応募人数が２５名、採用人数が４名です。

令和２年度では募集人数が１名に対して、応募人数が５名、採用人数が１です。令和３年度では募集人数が

２名に対して、応募人数が９名、採用人数が４名です。今年度につきましては、現在のところ募集していま

せん。 

 

○職員団体等 児童厚生員も教えてください。 

 

○当局 児童厚生員については、平成３０年度では募集人数が４名に対して、応募人数が３６名、採用人数

が４名です。令和元年度では募集人数が８名に対して、応募人数が２１名、採用人数が６名です。 

令和２年度では募集人数が２名に対して、応募人数３名、採用人数が２名です。令和３年度が、募集人数が

５名、応募人数が７名、採用人数が３名です。今年度は募集人数が７名に対して、応募人数が７名、採用人

数が３名です。 

 

○職員団体等 これは本当に採用人数、合っていますか。図書館、人数が違うんじゃないかなと思って。今

年の春、お二人しか入ってきてない。途中採用の方を含めているということですかね。 

 

○当局 今、申し上げましたのは、７等級の児童厚生員と司書です。令和２年度以降の主任の児童厚生員、

主任の司書も申し上げますと、主任の司書で令和２年度の募集人数が１８名、応募人数が９名、採用人数が

９名で、令和３年度では募集人数が１１名、応募人数が５名、採用人数が５名で、令和４年度では、募集人

数が７名、応募人数が１名、採用人数が１名となっております。 

 主任の児童厚生員では、、令和２年度の募集人数が２０名、応募人数が２０名、採用人数が２０名で、令

和３年度と令和４年度は、主任児童厚生員の募集はされていないという状況です。 

 主任の指導員については、令和２年度の制度開始時の募集人数が５６名、それに対する応募人数は５３名、

採用人数が５３名です。令和３年度は、募集人数が若干名ということで、応募人数が４名、採用人数が４名

で、今年度は現在のところ、募集人数が若干名で、応募人数が１名、採用人数が１名になっています。 

 

○職員団体等 今年図書館でも会計年度の方がまだ勤めて６年、７年もいかない方たちが、他市、他府県の

正職員として採用されて司書として合格されていく。安定した職に就くということで非常にいいことだなと
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思うのです。その人たちは、平成３０年より前、上限が入る前に採用されていて、「自分のときは採用試験

は部屋いっぱい人がいたとおっしゃっていたんです。会計年度任用職員として経験も積んで、職場の中でも

頼りにされていたけど、この給料では吹田市で働き続けられないということで、必死になって勉強して高知

とか滋賀県とか、郷里に帰ったり、遠いところだけれども合格され、この春３人、辞められました。その方

たちは、競争率が高くて、職場でも一生懸命育てて「吹田の正職員として採用されたらもっと良かったのに

ね」と言いながら見送らざるを得ないという状況です。ただ、今のこの倍率で見ると、なかなか厳しいなと

いうことも思います。 

 最近のことで言うと、６０歳にもうすぐなろうという方が採用されて、図書館で働いたことも経験もなく

て一生懸命に仕事を覚えたけれども、６０歳になって昇給がないということでモチベーションが上がらない

ということで退職された方もいらっしゃいます。この間、辞められた方は新卒で図書館に入って、そういう

方が辞めた後に６０歳になるような方が入るということになると、職場で言うとやっぱり損失ですよね。そ

ういう状態が続いているということを重く受け止めていただきたいと思います。やはり職場は大変ですよね。

職場で何が今起こっているかということを人事の方も理解していただいて、何とか処遇をよくしていくこと

を、会計年度だけではなくて正職もうそうですけれど、モチベーションが上がるような賃金制度に考えてい

ただきたいと思います。 

 

○当局 今、正職員と会計年度任用職員の処遇ということでおっしゃっていただきましたけれども、会計年

度任用職員の６０歳での昇給停止というのも、ここ最近の交渉の中で強い要求であるということは認識をし

ております。約１年か１年半くらい前から強くなってきたという印象を持っていますけれども。そういった

御要望があるということについては認識をした上で、我々もその辺りについては課題であると認識をしてい

ます。 

 

○職員団体等 ６０歳昇給停止のお話だけだったですけれども。なかなか人が集まらない状況で職場が大変

なことになっているということはお分かりいただけたのかなと思っています。うなずかれているので。そう

いったことも含めて、全体の処遇を引き上げるということを考えていただきたいなと思っております。 

 吹田市の初任給というのは、人勧準拠ということで２年間月齢給は上がっていない。一時金は下がってい

ますけれども。民間でも初任給の引き上げ傾向が最近顕著になっているのかなと思います。 

 ５月１１日に、一般財団法人労務行政研究所が毎年発表している新入社員の初任給調査によると、東証プ

ライム上場企業１６５社の速報集計結果で、今年の初任給改定状況は、全学歴引き上げたという企業が４１．

８％、去年の１７．１％から２０ポイント以上上昇したということが発表されています。そこで示されてい

る初任給の水準が、大卒で２１万６，６３７円ということでした。吹田の初任給は、７等級が２５等級で１

８万２，２００円に地域手当の１２％で２０万４，０６４円。差があるなと思いましたね。２１万６，６３

７円との比較ですからね。もしこれが、８号級上位にあると、７―３３で、本俸１９万５，５００円、地域

手当を入れたら２１万８，９６０円になると思います。もし、仮に４号給上だったとすると、７-２９で１

８万８，７００円と地域手当を入れて２１万１，３４４円。大体、今年の初任給の水準と同じぐらいかなと。

吹田はそれより低いということだと思いますが。私の計算は間違っていないですね。これで合っていますか。 

 

○当局 即答はしかねるのですけれども、おっしゃるように今本市の初任給というのは７の２５というとこ
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ろで、地域手当を含めると１８万２，２００円から１２％プラスされた額というところになっています。 

 

○職員団体等 さらに、報道によると、関西の主要企業ではダイキンが７年ぶりに初任給を引き上げて、大

卒が２３万５，０００円。シャープでは７，０００円アップで２３万１，５００円ということで、今２１万

何ぼの話をしていますけど、２３万円台ということです。 

 全国的にはバンダイが、前年比３０％増にして２９万円とかそういうのもありますけれども。中小企業も

初任給引き上げを始めたということが報道されています。今、そういう引き上げ傾向にあるということで、

これについてどう受け止められますか。 

 

○当局 各民間企業とも人材の確保策というところにはいろいろ苦労されていて、その結果、そういう初任

給で調整というのも一定の手法として用いているのではなかろうかと思います。企業によっては、特定のＩ

Ｔ職種で言ったら年収１，０００万を初任給で確保したりとか、そういった企業も出るくらいの状況になっ

ているというのは報道でも目にするところです。 

 今、２３万であったり、２９万であったりそういった金額が提示されましたけれども。そういった企業も

含めて人事院及び人事委員会が詳細な調査をして平均たるところを導き出して人事院勧告がなされるという

ことですので、どういった勧告が出るのかというのを注視していきたいと思います。 

 

○職員団体等 その注視した結果、８月に人事院勧告が出て、例えば初任給が何円引き上がるとかという勧

告が出たとしても、私たちの周りの自治体やＮＡＴＳでは、同じように人事院勧告を尊重されていると思う

ので、引き上げられるのかなと。すると、差は一向に縮まらないということですよね。 

 本当に国準拠だけでいいのかということを真剣に検討していただきたいなと思います。せめて、ＮＡＴＳ

の水準には引き上げていただきたいと考えていますが、いかがでしょうか。 

 

○当局 皆さんの要求がそういったところにあるというのは理解しますけれども、その人事院勧告や国でい

う給料見直しにおいても、当然のことながら国の初任給を民間の初任給と見合わせて調整をしているわけで、

その結果に基づいて初任給層の給料見直しが行われています。 

 そういう状況の中にあって、大阪府内の自治体が一定、特別な状況ではありますけれども国とずれた給料

表の使い方をしているということは、人事院及び人事委員会が行った調査結果がストレートに反映されてい

ないという、そういった矛盾が起こっているという事実もあります。 

 そういったところで、初任給の考え方、給料水準の見直しについても国家公務員準拠という考え方が正し

いのではないかと我々は思っています。 

 

○職員団体等 国準拠でそこまでこだわられたとしても、事実として、さっきから採用のことなど全てＮＡ

ＴＳのことをたとえで言われる場合が非常に多いですが。何で賃金もＮＡＴＳを参考にしないのですか。大

阪府下の自治体の中で人勧準拠が正しいと言って初任給の格付が吹田だけ低い。何で吹田だけが低いのにそ

れが正しいと言い切れるのですか。情勢適応の原則と言われるんやったら、そこもちゃんと見てくださいよ。 

 言い切られるというのは、ほかの市は全部間違ったことをやっているのですか。他市に失礼ですよ。 
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○当局 それぞれ各自治体の勤務条件については、各自治体で決定されて必要に応じて条例事項でもあるで

しょうし、議会も通った上の労働条件になっていると思います。ですので、否定するものではありませんけ

れども。事実、大阪府下の各自治体については、大阪府から国の給料表に合わすということの助言がなされ

ている状況は続いております。 

 

○職員団体等 それと、もう一つ。今日は若年層の賃金のことについて、初任給中心で進めさせていただい

ていますけれども。何で若年層に焦点を当ててこうやって言っているかというと、さっき私が言いましたよ

うに、物価の高騰で、特に食べ物とか生活に関わるところの物価が上がっているのですよ。生活していく上

では賃金が高い層も低い層も同じはずなのです。それだけ切り詰めなあかんのですよ。 

 さっき、奨学金のことは個人の債務の問題やと言われましたけれども、去年の暮れの交渉でも言いました

けれども、奨学金を借りている率は調べはりましたか。全国の平均になりますけれども、日本学生支援機構、

２年に１回調査されていますよね。今年は調査をする年だから去年の数字になりますけれども、４９．６％

の学生が奨学金を利用されているのですよ。それに加えて、さらに８％程度昼間の大学の方で奨学金を断ら

れているというデータがありますので、実際には、ほかで利用されているともっと債務を抱えておられる可

能性があるんです。 

 さっき月３万円程度返していっていると言われました。月３万円といったらすごい額ですよ。多分、その

方は返済年数を短くされているところもあるでしょうけれども。４年制の大学で月１０万円として、それで

も年間１２０万ですよね。学費にも足りない、学部によっては全然足りないところも多くあると思うのです

けれども。１０万円として２０年返済して、２種で利息のある分で２万２，０００円ですよ。２０年間払う

んですよ。額は、それぞれ個人で差がありますけれども、それだけの方が社会人になった途端、借金返済を

しながらの生活をしていかなあかんのです。 

 国準拠で言われるのは簡単でしょうけれども、もう少し雇用者責任として働いている方の生計費をもっと

ちゃんと見てください。生計費に基づく検討をぜひしていただきたいと思います。全くその辺のことが検討

の材料が見えてこないですよ。 

 

○当局 先ほど私、発言しましたけれども、奨学金について借りている方が非常に多くなってきている状況

というのも把握をしておりますし、債務であるからそれは個人の問題でしょうという突き放したような表現

を、そう聞こえていたら申し訳ないのですけど、そういう表現をしたつもりはありません。考え方として、

債務であるところに公金をもってどのように補填をしていくかというのは非常に難しいところがあるという、

そういう言い方をさせていただいたつもりですので。全く寄り添っていないとか、突き放したとか、そうい

うことではございません。そこは御理解いただきたいと思います。 

 

○職員団体等 私たちは、どこの市もやっていないことをまず吹田がイの一番にこの制度をつくってやりま

したとか、そういうことをしてくださいと言っているわけではなくて。引き下げてしまった初任給、ここに

問題があるから、元に戻すとか、少しでも元に近づけてくださいということを求めているんです。よそもや

っていることですからね。 

 若い人は給料のことなんか気にしていないというデータがあるとか言っていましたけれども。実際、若い

職員は給料を見てますよ。よその役所はどうかなと、友達はどうなのだろうということも、知ろうとしなく
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ても耳に入ってくるからショックを受けているということも聞きますし。そういった若い方に本当に寄り添

っていただきたいなということを強く思いますので、夏の交渉でどうかということもありますが、このこと

が本当にぜひ解決していただきたい問題ですのでお願いしたいと思います。 

 先ほど言いましたが、人事院勧告の月例給は２年間据え置きですが、一時金は２０２０年０．０５月減、

去年の人事院勧告が０．１５月減。その０．１５月の分をこの６月期に減額調整をしていこうということで

すよね。去年１２月に引けなかった分、０．１５月の率ではなくてそのときの金額と、今回の０．１５の半

分の０．０７５月の減ですよね。ざっくり言うたら、０．２２５月も思っていたより下がるということです。 

 前の交渉のとき、影響額というのが結構、２３歳の方だと３万円ちょっととか、２８歳の方で３万４，０

００円とか、３９歳で５万円ぐらいということも、もう既に回答をもらっていますけれども、そういった影

響があるということです。 

 国の給与法案が遅れてしまったということで今こんな状況になっていることなのですけれども。この条例

については今後どのような手続をとられていくのでしょうか。 

 

○当局 期末手当に関する条例の一部改正については、この５月議会で提案をさせていただきます。 

 

○職員団体等 基準日が６月１日なので、それより前に通してもらうということですか。 

 

○当局 そうですね。６月１日基準日ですので、５月中には御議決をいただきたいと考えています。 

 

○職員団体等 当初計上していた予算はどうなるのでしょうか。 

 

○当局 条例改正と合わせまして、減額の補正予算を計上します。 

 

○職員団体等 減額補正される金額は、幾らになりますか。 

 

○当局 条例改正によって減額補正予算を計上するのですが、全会計で申し上げると約３億７，２００万円

です。 

 

○職員団体等 私たちが本来もらえると期待していたものがなくなってしまうということですけど。その減

額分をぜひ生かしていただいて、エッセンシャルワーカーとしての私たちの処遇改善に使ってほしいという

ことを要求します。 

 私たち、一時金要求は今回アンケートをとったところ、皆さん切実な声の要求額を集計したところ、３．

０７月プラス５万８，０００円の要求をあげさせてもらっています。今回、一時金の使い道はやはり生活補

填というのが一番多くなっているのです。この機に、今までにない異例の削減のこの被害を緩和するために

何ができるのかをぜひ考えていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

○当局 今日から交渉が続くわけですけれども。交渉の内容、要求書の内容、様々なところを見させていた

だいて、どういったことで対応ができるのかというのは当然我々も協議をしていくつもりでございます。 
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○職員団体等 今回の一時金のことは国準拠ということでされていますけれども。国準拠というのなら、一

時金の役職加算制度の加算割合が国どおりではないということで、これもこの間、強い要求としてあげてい

ますけれども、ここについてはどうでしょうか。 

 

○当局 まず、本市の主査については５％を採用していますが、府内では３０市中２０市、６４％ぐらいが

５％の加算率を採用されています。そこから本市の主査が低いということは考えていません。 

 あと、主任についても、本市の主査が５％であることや、これまでも交渉でも申し上げておりますが、国

が級別定員管理を徹底して定数の範囲内のみ昇格となっている中で、本市は給料が一定の号給に達した職員

がほぼ全員主任に昇格する現状がある中で、加算率を３％から５％に引き上げることは今のところ考えてお

りません。 

 

○職員団体等 今までどおりのお答えですけれども。主査については、他市２０市が５％だからそこに合わ

せているということなのですけど。これを合わせるのやったら初任給も合わせてほしいなと。何でそこは合

わせるのですかというのが素朴な疑問なんですけど。主査のところを引き上がると主幹と同じになってしま

うとかいうこともおっしゃっていたと思いますけど。 

 例えば、１％でも、２％でもいいから少し見直していただきたいなと思います。主査は別に級別定数管理

とか何も関係ないですよ。一定の年齢で主査に昇格するのですか。 

 

○当局 主査につきましては、主任と違いまして一定の等級号級に達したら主査になるということを本市は

採用しておりません。 

 

○職員団体等 ここは他市に合わせているとか。あるときはそう言うし、初任給も合わせてもらったら、こ

こは初任給が上がるんだったら我慢しようかという気にもなりますけど。こっちではああ言うて、こっちで

は全然違いますやん。その辺の整合性が全く私たちに伝わってこないのですけど、どういうことですか。 

 

○当局 加算率の部分については他市の状況ということと、あとは国の制度と同じ格好になっているという

状況もあります。 

 ただ、この部分については、他市の昇任の手法も当然我々は把握をしておるのですけれども、他市におい

ては、あくまで中核・北摂各市の状況でいいますと、加算率ゼロの自治体が２市ございます。それと、そも

そも主任の階級がないところが１市。あと昇任試験があるところが、主任級で３市、係長級、主査級に至っ

ては６市が昇任の試験を行っていると、そういった状況にあります。 

 現に、この状況がある中で、なかなかこの分野を改めて議論するというのは難しい状況かなと思っていま

す。現時点で、我々と職員団体さんのほうで明確な昇任試験ということの実施というところについては、一

定の共通認識は持っているのかなというところで、現に昇任試験が多くの自治体で行われているという状況

の中で、この分野を改めて議論していくというのは非常に難しい環境にあると感じています。 

 

○職員団体等 ここについては、元々この割合だったのを上げてくれと言っているのではなくて、下がった
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から元に戻してくれと。国に合わせてほしいというのが私たちのずっと強い要求だということを当局は認識

されていると思います。これについては、引き続き要求していきたいと思います。時間の関係で、すみませ

ん。 

 再任用の一時金、これは給料格付が低いということプラス、再任用の一時金の支給月数が大体正職員定年

前の半分であるということで、ここに格差があるということで。ぜひ、ここの格差をなくしていただきたい

ということで、これは関連労組の要求でもあります。 

 

○職員団体等 会計年度任用職員のことで、先ほどから初任給の話の中でも各自治体で決定していることだ

とか、府から国に合わせるという助言があるから国準拠だと聞かせていただいていて。それを聞けば聞くほ

ど、なぜ２年続けて会計年度任用職員の期末手当が削減されなければならなかったのかなというのはすごく

疑問があがってきました。 

 先ほども妥結していることだからということでしたけれども、いろいろなところの言い分が変わることで、

やはり期末手当が削減されてきたという状況や業務の内容や責任の重さが増しているのに給料が見合ってい

なかったりということであったり、内容が増えているのにケア労働の処遇改善もなく期末手当が削減される

だけであるというところがアンケートでも表れています。 

 移行期にも一時金の部分が削減されてしまったということに続き、２年続けてさらに減額という形になっ

ていることで生活の補填にも影響が出てきていたり、ローンの返済とか将来の見通しももたれへんみたいな

声もかなり大きくなってくるくらいすごく影響の大きい一時金に関する削減になっています。昨年の人事院

勧告も、国の非常勤職員には勤勉手当相当分を出した上で削減をされるというのが国の考え方でした。 

 会計年度任用職員が対象となっていなかったにもかかわらず、他市がやるからということで会計年度の期

末手当の削減みたいなところが継続して行われた中で、勤勉手当相当分ぐらい各自治体の判断で決定すると

いう認識の中でぜひ支給していただきたいと思います。 

 周りの状況を見て下げるときだけ下げて、ケア労働のときもそうですけど、国のお金を使って上げられる

ときにも、上げるときには自分のところ独自で頑張って上げるということを言って上げなかったという結果

を踏まえると、今回の勤勉手当相当分というところについては、ぜひ判断いただきたいと思います。非常勤

のときには勤勉手当相当分が支給されていて、会計年度移行時には支給されなくなった。不利益な変更の一

つということで、そこの改善をぜひ今回求めていきたいと思っていますけれども、いかがですか。 

 

○当局 会計年度任用職員さんの勤勉手当については、地方自治法上支給することができないという形にな

っていると。そのことについては、矛盾があるということは私自身もこの場でも述べさせていただいたこと

もあります。 

 それで、会計年度任用職員さんの勤勉手当相当分というところですけれども、会計年度任用職員さんも地

方公務員法でいう一般職でございまして、情勢適応の原則には当然該当いたしますので、他市の会計年度任

用職員さんへの一時金の支給といったところも大きく影響するわけです。その中で勤勉手当相当分を支給し

ている自治体は今のところないというところで、本市についても期末手当のみの支給という形になっており

ます。 

 今年度の期末手当の削減の割合について、近隣他市においてはマイナス０．１５月であったところを、本

市においては、削減率を計算するに当たっては、勤勉手当相当分も計算に入れるという周辺近隣他市とは異
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なる０．１月の削減にとどめるということも、我々皆さんの御希望と一致するというところまでは至ってい

ないのかもしれませんけれども、我々としてはできる限りの配慮をさせていただいたつもりでおりますので、

御理解はいただきたいと思います。 

 

○職員団体等 府内で勤勉手当相当分を支給しているところはないとおっしゃいましたけれども、会計年度

移行時に勤勉手当を支給していたところが支給できなくなるということで影響を受けて、それをどこかの給

与制度の中に反映して支給を続けているという自治体は実際にあります。吹田市の判断としてできることで

はないかと思うのですけれども、その点はいかがですか。 

 

○当局 その議論に入りますと、いわゆる移行時の期間率適用の話に戻ってしまうところがあるのでなかな

かお話もしにくく、その議論を繰り返すつもりはないのですけれども、年収というところでは下がることの

ないようにできるだけの配慮をしたと、従前勤勉手当相当分が出ていた非常勤職員時代の年収と比較して下

がることがないようにという配慮をしながら制度移行をしたつもりではおります。 

 

○職員団体等 そういう配慮の制度移行ではなかったです。地域手当相当分が出たから下がらなかったとい

うだけで、勤勉手当相当分をそこにどう反映していくかというお話ではなかったのです。それを改めて、勤

勉手当相当分を支給するという意味で何かしら改善できるような点を探していただきたいということでお願

いしているのですけど。 

 

○当局 直ちに、今何か御回答するということはできませんけれども、他市の制度も注視しながら、引き続

き、検討する立場にはあると思っています。 

 

○職員団体等 国の法改正への働きかけについても、ぜひお願いをしたいと思います。法律で認められれば

すぐに出すということは以前からお約束もいただいていたと思います。そこについて矛盾があるということ

を認めていただいているので、そういった矛盾が自治体では出ているということを国への働きかけとして早

急に改善してほしいということを吹田市からお願いをしたいと思います。 

 

○当局 大阪府の市町村課で、今の時期ではないですけれども冬のボーナスの交渉の時期にいろいろ市町村

間が照会をするわけですけれども、本市としましては、会計年度任用職員さんの勤勉手当がないことによる

矛盾というのは特記事項として記載をして、回答したりとか、そういった努力はさせていただいております。 

 

○職員団体等 今後も、引き続き、働きかけを続けてほしいと思います。 

 

○職員団体等 先ほど、今回の減額補正が３億７，０００万円ぐらいあるということだったのですけれども。

係員を４号を引き上げると大体予算的にはどれぐらいかかるのでしょうか。 

 

○当局 係員の職員を仮に４号級上位に格付した場合の影響額ですけれども、共済費込みで約８，５００万

円の増額となるところです。 
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○職員団体等 私たちは全員がエッセンシャルワーカーだと思っていますので、全体の職員の引き上げもぜ

ひ考えていただきたい。 

 例えば、全職員の月例給を毎年１月に定期昇給とありますけど、たとえ１号でも引き上げていただくと、

いわゆる３か月で１０月に１号あげるという形ですね。そういったことをもし行うとするなら、どれぐらい

予算がかかるのでしょうか。 

 

○当局 特別職と再任用を除く５５歳未満の全職員に１号級上位に格付した場合の影響額としまして、共済

費込みで申し上げますと約６，７００万円ほどの増額になります。 

 

○職員団体等 いろいろな形で何かできないかをぜひ考えていただきたいなと思います。 

 定年引き上げの項目に入っていきたいと思います。 

 私たちは、２月２日に定年引上げの基本要求ということで、衛都連で統一して要求書を出しました。定年

引上げの具体の協議というのはこれからですけれども、今期の重点要求では、それに入る前のこの時期にぜ

ひ実施していただきたい要求を掲げています。 

 １つ目ですけど、労使同意で行っていただきたいということで、ここについては何回も確認をしています

けど間違いないですね。 

 

○当局 定年引上げについては、法律で定まっている部分と市に裁量がある部分がございます。市に裁量が

あるものについては労使合意を目指して協議を尽くす立場であると考えています。 

 

○職員団体等 ４月２６日付の事務なびの人事室長の通知で、今回の定年引上げにかかる地公法一部改正の

法律の内容として流されていましたけれども、これはどういう意図で通知されたものでしょうか。 

 

○当局 非常に問い合わせも多い状況になってきました。それと、法律が整っている中で、職員に対して何

ら情報を流さないという状況もよろしくないと、そういう環境になってまいりました。 

 ですので、例示させていただいているのは国が考える基準となるような考え方を例示させていただいて通

知をしたところですけれども、その部分についても、当然、市に裁量権がある部分が含まれますので、通知

文のところに、各項目については条例規則などで定められる部分があるということも注意書きをして発出し

たところです。 

 

○職員団体等 あくまで情報提供ということですね。ちょっと言葉足らずかなとも思ったのですけれども。

通知として流されていることなのですけど、勤務条件の重大な変更となることは労使合意が必要ですよね。 

 

○当局 労使合意が必要という表現の微妙なところはありますけれども、労使合意を目指す立場でというこ

とです。 

 

○職員団体等 よくよく読んでもちょっと分かりにくいかなと思ったのですけれども。これから具体のとこ
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ろについては話し合いをしていくということだと認識しています。今後どのようなスケジュール感をお持ち

なのかお聞かせください。 

 

○当局 夏期の一時金の交渉が終わり、５月、６月の議会も終わり、そういった時期になってきますと、

我々早急に内部でその方針を固めさせていただいた上で、職員団体さんにも提案させていただこうと。 

 夏場にはなりますけれども、交渉の申し入れがありましたならば対応させていただいて、９月議会にはそ

の制度の内容を提案していきたいと、そう考えています。 

 

○職員団体等 ９月議会での条例化を目指して夏頃にかけて協議を行っていくという感じですよね。 

 協議を尽くしてよりよい制度が構築できるようにしていただくということで重ねて要請したいと思います。 

 ２つ目の再任用職員の格付のところですけれども。現在、係員の格付、７等級です。新規採用や入って数

年の若手の方と一緒の係員ということです。長年の経験とか知識をもって後輩の方を指導しているのに、係

員格付に据え置かれたままです。 

 定年引上げの議論はこれからしていくということですけれども、それよりもまず先に、今でも一刻も早く

ここを改善していただきたいというのが私たちの要求ですが、いかがでしょうか。 

 

○当局 再任用職員の格付については、これまでも交渉の場でも何度かやりとりをさせてもらっています。

定年の引き上げの検討の中で、これまでも昨年の１１月頃も他市の状況を確認させてもらっています。それ

と、今後も改めてこの制度構築が迫る中で、他市の状況も改めて確認しようと思っています。そういった他

市の状況や、定年引上げ後の定年引上げ職員とのバランスなども考慮しながら検討していきたいと考えてい

ます。 

 

○職員団体等 令和５年度に法律が施行されるということですけど、今の再任用の呼び方は暫定再任用とい

うことになるのですよね。中身については、ほぼ同じだろうと言われていますけれども。もし、今、現に再

任用として働かれている方、今すぐと言いましたけれども、今すぐにできなかったとしても令和５年度には

格付が見直されると考えていいのですね。 

 

○当局 そこの格付を見直すこともまだ断言はしていない状況ですけれども。あと、さらにその時期になり

ますと、令和５年度の当初からという考え方、定年延長の条例等の制度が実施されるそのタイミングに合わ

せてという考え方もあるでしょうし。定年引上げ職員とのバランスという意味で、実際に発生する令和６年

度という考え方もあるところがございます。その辺りは、今後、先ほども申しましたけれども、他市の状況

や様々な状況を確認しながら検討していきたいと考えています。 

 

○職員団体等 他市の状況を見ていただくと分かるように、今の再任用の方の給料の格付は最低水準ですか

ら、ここは早急に対応していただきたいと思いますので、今すぐではなくても次の定年引上げの協議のとき

には行っていただきたいと思っています。 

 今回の定年引上げというのは、６５歳まで年金が支給されない下での雇用と年金を接続するための措置と

しての制度というのが趣旨だと思いますけれども。そういうことで間違いないですか。 
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○当局 現行の再任用制度についても、既に実態としてはそういう考え方が導入されています。そういった

部分をさらに安定した制度で構築するということが目的になろうかと思います。 

 

○職員団体等 ６５歳定年になるわけですけど、６５歳の定年が完成するまでの過渡期にある職員は暫定再

任用になったりとかするわけです。その方は、自分で自分の定年の年齢を選べるわけではありません。何年

生まれは何歳だと決められている。６５歳まで同じように働きたくても、生まれた年によっては強制的に、

例えばあなたの定年は６１歳だとか、６２歳だとかに定年になって、そこから６５歳までの間は年金が出な

い。あと選ぶとしたら、暫定再任用の道を選ぶしかないという、そういった職員が一定期間存在するわけな

のです。一足飛びに全員６５歳定年になるわけではないですからね。その過渡期にいる職員、そういった方

に対して、いずれなくなる制度だからということで軽んじるのではなく、本当にそこのところは今度の協議

の中でも真剣に考えていっていただきたいなと思っていますが、そういった職員が一定期間存在するという

ことは認識されていますよね。 

 

○当局 当然、そういった暫定再任用になる職員がいるということは認識しておりますし、暫定という言葉

が今後つくことにはなりますけれども、当然、軽んじるということではなくて現行再任用職員の制度の細部

の検討、例えば役職の再任用制度がどうなるのかとかなど、当然のことながら軽んじることなく働き続けて

いただければと思っております。 

 

○職員団体等 ３つ目の加齢に伴って同じ働き方で勤務継続が困難な職種の方について、具体的な協議もぜ

ひ平行して行っていただけたらと思いますが、いかがでしょうか。 

 

○当局 国が示している中においても、特定の職種については最終的な定年の年齢が６５歳ではないような

職種も存在する状況がございます。そういったところもありますので、職員団体さんのお声も聞きながらど

ういった定年設定が適切なのかも含めて考えたいと思います。 

 

○職員団体等 例えば、消防の職場では、再任用制度が入るときに２交代勤務というのはとても負担が大き

いので、日勤の業務など、そういったところに就いてもらえるようにしてきたと聞いています。もう随分前

から取り組まれて、６５歳までの働き方について一定構築されているのかなと思います。 

 特に、よく耳に入ってくるのが保育所の職場。「このままでは働き続けられない」という声とか、現行で

も職場の体制上、再任用を希望してもなかなか短時間は難しくて「フルタイム勤務で働いてもらわないとあ

かんよ」ということで、「短時間を希望したいのにできない」という声も寄せられています。若いときと同

じような働き方では本当に厳しいということ、そんな職場があるということを分かっておられると思います

けど、ここについてはいかがでしょうか。 

 

○当局 保育所についても、今日的にも再任用比率も低い現状があるというのは認識しています。我々もこ

れから他市に照会をかけたり、いろいろお伺いをしていくのですけれども。定年の年齢であったり、その取

り扱いについて聞く項目の中に保育士という職種も含めて確認することにしておりますので、また、集まっ
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た情報の中で検討していきたいと思っています。 

 

○職員団体等 これまで積み上げてきた豊かな経験を生かした働き方ができて、かつ、市民サービスの向上

にもつながるような新たな職域を、ぜひこれを機に構築すべきだと考えていますが、いかがでしょうか。 

 

○当局 総務省の通知の中でも、高齢職員の職域であったり、職域の確保であったり、やりがいの維持とい

ったことにも言及されておりますので、そういった部分についても関係部局と相談していきたいと思います。 

 

○職員団体等 定年引上げの条例だけを改正しても、現場の職員が実際働き続けることができなければ意味

がないというと言い過ぎかもしれませんけれども、寄り添っていないなということになりますので。ぜひ、

働き続けられる定年延長制度を構築するように協議を進めていっていただきたいと思います。 

 次に、高齢者部分休業についてですけれども。これは吹田市では条例化はまだされていないということで

すけれども。３月３１日付の総務省通知では、高齢者部分休業制度を活用して定年退職後の人員制設計のた

めの準備や、経験や人脈の公務へのフィードバックが期待される社会的貢献への従事などを希望する職員に

対応するため、条例を整備していない団体において制度の導入を検討することとして積極的な検討を求めら

れています。 

 

○当局 確かに、高齢者部分休業の条例化については、総務省通知の中でも言及をされておりますし、衆参

両院の附帯決議の中でも言及されているという状況にあります。 

 制度化に当たっては、この制度、日本全国で１８０人しか取得していないという事実。これをどう理解す

るのか、どう評価するのかというような制度なのですけれども、一方で、とりにくいといいますか、結果と

して、現時点では実効性がない制度になっておりますので、どのような制度にしていくかというところは慎

重に検討していきたいと思っています。 

 

○職員団体等 どのような制度にしていくか検討して条例化されるということで間違いないですね。 

 

○当局 条例化することが間違いないとまでの回答については、まだ現段階では致しかねるところです。 

 

○職員団体等 使いたくても制度がないから使えないということになりますので。たとえ、今現在使われて

いる数は少ないかもしれませんけど、吹田市はとにかくないわけですから使おうにも使えないということで

条例化をお願いしたいと思います。 

 高齢者部分休業と定年前短時間再任用職員の処遇の違いというのはどのようなものになっていますか。 

 

○当局 高齢者部分休業と定年前再任用短時間勤務の違いは、給与面で言いますと、高齢者部分休業は常勤

職員と同等な給与で、休業日も時間内で減額しますが、定年前再任用の短時間というのは、勤務時間に応じ

て案分した給与になります。 

 諸手当については、高齢者部分休業は常勤職員と同等、定年前再任用は現行の再任用と同等なので、通勤

とか期末勤勉手当等はありますけれども扶養とか住居手当等はありません。 
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 あと、退職手当を申し上げますと、高齢者部分休業は退職時に給付をされると。定年前の再任用短時間と

いうのは、常勤職員としての退職時に給付されるとか。その辺りの違いがあります。 

 

○職員団体等 再任用短時間勤務職員は、一旦退職した後に、６５歳定年になっていれば例えば６５歳にな

るまでの６０歳とかに退職して、その後今の再任用みたいな短時間の人になるということで、期末勤勉手当

の月数が少ないとか、扶養手当や住居手当がないとかありますけど。そもそも、その給料が思い切り下がる。

そこの処遇が全然違うので、ぜひ高齢者部分休業制度を導入していただきたいというのが私たちの要求です

ので、今後検討をよろしくお願いします。 

 項目５の災害に備えてというところですけれども。去年コロナで交渉回数が減ったのでやりとりしていな

いのですけれども。去年も大型台風が襲来しなくて本当によかったと思います。公共交通機関が計画運休に

なるといったときに、退勤途上の危険回避休暇というのを創設していただきましたけれども運用はまだ１回

もないですよね。この休暇の対象者というのは、資格要件がない事務職とか現業職の会計年度任用職員さん

で無給の休暇ということですね。 

 私たちの要求としては、国に制度としてありますから、ぜひほかの職種や正職、有給化ということを求め

ているところです。 

 

○当局 先ほどおっしゃっていただきましたけれども、この制度については制度導入後まだ実際に活用する

ような状況になっていないということがございます。本市において、この休暇を無給の休暇として職種的に

も一定限定をつけているのは、当然我々としても意地悪をしようと思ってそういう制度構築をしているわけ

ではなくて。現に本市の職員の災害時の体制がある中で、本当にどういう制度にしていったらいいのかとい

うのを真剣に考えているつもりです。 

 ですので、現時点では制度化をしてまだそれを実際活用する場面がなく、検証も終わっていないので、改

正は難しいと、そのように感じています。 

 他市においては、確かにさらに幅広い職種を対象にしている、認めている自治体も相当な数あるのですけ

れども、制度化はしておっても、よそも実績がなくてどのような状況か分からないと思っているところ、あ

と、制度化はしたものの、実際の運用は随時検討するという条件つき制度みたいになっている自治体も一定

ございまして、それぞれの自治体がどういう取り扱いをしていこうかというのは悩んでいるような、そうい

う様子がうかがえる他市照会の結果になっています。 

 

○職員団体等 その検討と合わせて、計画運休とか起こったときの職場の体制の検討というのは、各職場、

所属ごとで考えていかなあかんのかなと思いますけど、その点についてはどうでしょうか。 

 

○当局 そういったところについては、各職場で考えていく。そういった位置づけになろうかと思います。 

 

○職員団体等 これは、危機管理室の所管かもしれませんが、職場の人が安全に出勤して、退勤して、安心

して働けるようにということで、ぜひ、人事が積極的にそういったときのこともみんなで考えておいてくだ

さいと、入力シートを配るとか、何かみんなで考える機会を与えていただきたいなと思います。平時から準

備しておくことがとても大切だと思いますので、ぜひ考えていただきたいと思いますがいかがでしょうか。 
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○当局 また、そういう要望があったことにつきましては、危機管理室も含めて関係所管に伝えていきたい

と思います。 

 

○職員団体等 危機管理もそんなに庁内のことまで一々構っていられないと思うので、ぜひ人事も主導して

考えていくように促していただきたいと思います。 

 次に、通勤困難なときや帰宅困難なときにやむなく通勤経路を変更した際の交通費の実費弁償のところで

すけれども。前の交渉でも、大阪府では一昨年度から旅費として支給することになったということでやりと

りさせてもらいました。府下の状況を教えてください。 

 

○当局 ３１ほどは聞かせてはもらいました。大阪府以外で確実にこの制度ができているのが、八尾があり

ということで本人申請のものは実費負担、予算として１，０００円確保しているというぐらいで。それ以外

のところはないという状況でした。 

 

○職員団体等 ＮＡＴＳの西宮市は支給対象となる交通費は、駐車場料金、タクシー利用料金、有料道路通

行料金、緊急に呼び出しを受けた場合の往路のみとか。実費片道上限８，０００円が支給される。領収書等

の利用明細の分かるものを添付して申請するということでされていると聞いています。 

 個人の勝手で通勤経路を変更して今日はタクシーで行こうとかそういうのではなくて、出勤しないといけ

ないけれども電車が止まっている。そういうときに自腹を切って皆さん行かれるわけですけれども。そうい

った人の自腹の部分を実費弁償してほしいというのが私たちの要求ですけれども、そこについて当局として

はどのようにお考えでしょうか。 

 

○当局 この部分については、職員団体さんの主張といいますか要求については理解をしております。業務

命令によって出勤せよという命令を下しておきながら、高額な何がしかの移動にかかる料金を負担させてい

るという状況。そこに対して要求があるということについては理解をしています。 

 ただ、今申し上げたように、基礎自治体の中では制度の広がりがないというところと、大阪府の旅費条例

の中には特段の事情があった場合には人事委員会と協議して執行するという規定がありまして、そこを適用

して支給しておるのですけれども、本市の条例にはそういった、その他特段の事情という規定はございませ

んので、何がしかをしようとすると何らかの条例を改正する必要がありますので慎重に検討していく必要が

あります。この部分については、いつどういう形でとかそういったことは申し上げられませんけれども、人

事としても研究をしていきたいですし、関係する所管とも相談をしていきたいとは思っています。 

 

○職員団体等 ぜひ、前向きに積極的に研究・検討をお願いしたいと思います。 

 

○職員団体等 現業合同支部です。定年延長の課題の中に学校給食の調理員を入れてもらいたいなと思って

います。特に女性の場合、６５歳まで再任用の年齢が引き上がってから６５歳まで働き続けることができた

人はいないのではないかなと思うのです。そういった実態も踏まえて、安心して働き続けられるような制度

設計をお願いしたいと思います。 
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○職員団体等 １回目のやりとりをさせていただきました。今後、夏期交渉から継続して続けていく課題も

今日進めさせていただきましたけれども。特に若年層の問題について時間をとらせていただきました。それ

だけ、今の状況では本当に生活が厳しい、そういう実態があるということで、ぜひ若年層を含めた処遇改善

に向けての前向きな検討をよろしくお願いしたいと思います。その点、改めて言わせていただいて、今日の

交渉を終わりたいと思います。 


